
はじめに •9. 
*. 

業務災害、通勤災害の発生に伴う労災保険請求は日常的に取り扱うという

事務ではないことから、会社の人事労務担当者、社会保険関連事務等の担当

者であっても、労災に該当するか否かの判断、請求手続き等について理解し

ている方は少ないというのが現状ではないでしょうか。それぞれの事業場に

おいては、労働災害の発生防止に積極的に取り組んでいることと思いますが、

実際に業務上災害・通勤災害が発生してしまった場合には、迅速かつ適正な

労災保険給付の請求手続きを行うことが重要であり、そのためには、事業

主・人事労務担当者・職場管理者の理解と協力が欠かせません。

そこで、本書では、会社における担当者として知っておきたい労災保険の

知識と実務対応について解説をしていきます。担当者が日常的に机上に置き

ながら、いつ発生するかも知れない災害発生の際の手続きの手引き書として、

また、社内各部署からの問合せ等に対応していくための手引き書としていた

だくことを目的とした内容になっています。難解な認定基準の解説などは省

き、労災請求書記載例等を掲載することによって、「わかりやすい」「すぐに

役立つ」ことを第一に考慮するとともに、社内研修の形式を用いて「読みや

すい実務本」として執筆しました。

また、厚生労働事務官として労災保険の認定事務に携わっていた者として、

労働基準監督署における調査の流れについても解説しています。労働基準監

督署においてどのような調査が行われているのかを知ることは、会社におけ

る事務処理労働基準監督署の調査への対応にあたって、非常に参考になる

ものだと確信しています。

なお、本書ではより理解を深めたい方のために、項目ごとに参考通達を紹

介しています。通達の内容を調べたい場合は、通達集等で関係通達を確認し

ていただきますようお願いします。

本書が業務担当者はもとより、関係者に広く活用され、事務処理の円滑な

遂行の一助となれば幸いです。

2026年 7 月 高橋健
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総務担当
専務

研修の始まりにあたって

本書は、会社で行われる社員研修の形式で、労災保険制度を解

説していきます。早速、研修が始まるようです。研修会場の様子

を見ていきましょう。

皆さん、おはようこざいます。

本日から 3 日間「労災保険制度」についての研修を行います。受講

対象者は各部署の人事労務担当者、社会保険関係担当者です。

「労災保険」と聞くと、「言葉としては知っているけれども内容はよ

くわかっていない」「質問はよく受けるのだけれど正確に答えられて

いるか不安だ」というのが実情ではないかと思います。

労災事故の発生はあってはならないことですが、発生時の対応を誤
ると、当事者の不利益につながったり、その後の事務処理が煩雑になっ

たりします。

労災に該当するような災害が発生してしまった場合、状況に応じて

迅速に、かつ正しい請求手続き、社内手続きが必要であって、そのた

めには皆さんに担当者として正しい知識を持つていただくことが重要

であると考えています。

今日から 3 日間という長丁場になりますが、人事労務担当者、社会

保険関係の担当者として労災保険制度の基礎知識と実務対応について

学んでいただきます。

□............................................................................. 



■ 研修の始まりにあたって

講師である社会保険労務士の高橋先生より、 3 日間の研修内容につ

いてこ説明いただきます。

高橋先生は元厚生労働事務官であり、労災認定の現場に実際にい

らっしゃった方です。行政内部において、様々な事案に接してきた経

験を踏まえて、貴重なお話を伺えるものと思います。

それでは、高橋先生、よろしくお願いします。

皆さん、おはようこざいます。社会保険労務士の高橋です。

今日から 3 日間、労災保険制度の基礎知識から実務対応、労災認定

の考え方等についてこ説明します。

研修は 3 日間のそれぞれ午後半日を使って行います。

説明項目は、
................................................................... 
:「労災保険制度について」
:「労災保険給付にかかる基本的事項および給付種別」 i 
：「第三者行為災害」
：「労慟基準監督署における給付決定事務」
：「不服申立制度」
:「その他」です。................................................................... 
説明の途中、聞きたいことはその都度手を挙げて聞いていただいて

結構です。疑問点を残したまま先へ進むということのないよう、栢極

的に質問してください。

それでは、早速研修を始めましょう。

総務部長

高橋

社労士

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ロ



••• 
第 1 章

••• 

労災保険制度に
ついて

①健康保険制度と労災保険制度・……••…••…•••…•••…••••… 18

⑮)労災保険制度の概要・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．••…••.... ·…26 

() 労災保険給付の概要・・·…•··········…•••…••••·····..……....…...・・・••35



い叩因虞靭口m}畔疇遺
研修のスタートとして、健康保険制度と労災保険制度について解説

していきます。

健康保険と労災保険の大きな相遥点は何でしょう。追いは多々あり

ますが、今回は労災保険制度に関する研修ですので、保険給付を中心

に、労災保険制度を理解するうえで押さえておきたいポイントを確認

します。

田健康保険

健康保険の経営主体である保険者は、全国健康保険協会と健康保険

組合です。全国健康保険協会が行うものを通称「協会けんぼ」といい、

健康保険組合が行うものを「組合管棠健康保険」といいます。ここで

は「協会けんぼ」について解説します。

皆さんも会社に入って会社員となった時に、健康保険証というもの

を渡されて、おそらく定期入れか、財布等に入れて、大切に管理され

ていると思います。日本は「国民皆保険」制度をとっており、基本的

にすべての人が何かしらの公的医療保険制度の加入者になることに

なっていますので、通常、会社員になった時点で健康保険に強制加入

することになります。

健康保険は、常時従業員を使用している法人は従業員数に関係なく

強制適用になりますので、当然に御社も強制適用事業ですが、法人で

はない個人事業の場合は、非適用業種ではなく常時 5 人以上の従業員

がいれば強制適用事業になります。

① 適用事業

健康保険は、事業所を単位に適用されます。法律により加入が義務

付けられている「強制適用事業所」と任意で加入する「任慈適用事業

所」に区分されています。
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• 第 1 章 労災保険制度について

ア強制適用事業所

常時 5 人以上の従業員がいる事業所と 5 人未満でもすべての法人事

業所は、強制適用事業所として加入義務があります。従業貝 5 人未満の

個人事業所と非適用業種は、 5 人以上でも強制加入となっていません。

※ 「非適用業種」とは、農業、漁業等の第一次産業、料理飲食店

等のサービス業、神社、寺院等の宗教業をいいます。

イ 任意適用事業所

任意適用事業所とは、アの非適用事業所の個人事業所と、 5 人未満

の従業員を使用する個人事業所をいいます。

② 被保険者

適用事業所に常時使用される70歳未満の人は、原則としてすべて被

保険者になります。

健康保険（厚生年金保険も併せて）については、パー
トタイマー等の雇入れ期間の短い方について判断に迷う
ことが多いです。裔単に解説をお願いします。 つ
高橋

社労士

パートタイマー・アルバイト等でも事業所と常用的
使用関係にある場合は、被保険者となります。 1 週間
の所定労働時間および 1 カ月の所定労働日数が同じ事
業所で同様の業務に従事している一般社員の 4 分の 3
以上である方は被保険者とされます。
また、一般社員の所定労働時間および所定労働日数

の 4 分の 3 未満であっても、下記の 5 要件をすべて満
たす方は、被保険者になります。
1.週の所定労働時間が20時間以上あること
2. 継続して 2 カ月以上使用されるまたは使用される
見込みであること

3. 賃金の月額が8.8万円以上であること(※2026年
10月撒廃予定）

4. 学生でないこと
5. 常時51人以上の企業（特定適用事業所）に勤めて
いること(※2027年 9 月まで）
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®健康保険による保険給付の前提

健康保険による保険給付には様々な種類がありますが、前提として

押さえておかなければいけないのは、「業務外のケガや病気などを対

象として」保険給付が行われるということです。法律の条文を見ると、

健康保険法の第 1 条で「この法律は、労働者又はその被扶養者の業務

災害以外の疾病、負傷若しくは死亡又は出産に関して保険給付を行い、

（以下略）」とはっきり書かれています。つまり、仕事をしている中で

の業務災害や、通勤途中の通勤災害に対しては健康保険からの保険給

付を行わないということです。

匡l 労災保険

一方、労災保険はどうでしょう。労働者災害補償保険法（以下、

「労災保険法」という）という法律の位置付けを確認しましょう。

労働者が働くうえでの、労働条件等の最低基準を規定した法律とし

て「労働基準法」はよくご存知かと思いますが、この労働基準法の中

に「災害補償」という規定があります。これは使用者が労働者を雁用

し、指揮命令下に置いて仕事をさせる中で、労働者が負傷し、疾病に

かかったならば、自らの費用で必要な補償を行わなければならないと

いうもので、使用者の過失の有無を問わず、無過失賠償責任を負わせ

たものです。

ところが、使用者によっては必要な災害補償を行うことが困難な場

合もあります。そのため、被災労働者に対する補償を確実に行うため

に労災保険制度が創設され、使用者が行うべき災害補償について労災

保険法等によって給付が行われる場合には、使用者は補償の責を免れ

ることになっています。

少し長くなりますが、労働基準法の「災害補償」に関する条文を確

認してみましょう。
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第8章災害補償

第75条（療蓑補償）

II-第 1 章 労災保険制度について—

労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合においては、

使用者は、その費用で必要な療養を行い、又は必要な療養の費用

を負担しなければならな＼ヽ。（以下略）

第76条（休業補償）

労働者が前条の規定による療養のため、労働することができな

いために賃金を受けない場合においては、使用者は、労働者の療

養中平均賃金の 100分の60の休業補償を行わければならない。

（以下略）

第77条（障害補償）

労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかり、治った場合にお＼ヽて、

その身体に隙害が存するときは、使用者は、その障害の程度に応

じて、平均賃金に別表第 2 に定める日数を乗じて得た金額の隙害

補償を行わなければならな＼ヽ。

第79条（遥族補償）

労働者が業務上死亡した場合においては、使用者は、遠族に対

して、平均賃金の 1,000 日分の遠族補償を行わなければならない。

第80条（葬祭料）

労働者が業務上死亡した場合においては、使用者は、葬祭を行

う者に対して、平均賃金の60日分の葬祭料を支払わなければなら

な＼ヽ。

第84条（他の法律との関係）

① この法律に規定する災害補償の事由について、労働者災害補償

保険法又は厚生労働省令で指定する法令に基づいてこの法律の災

害補償に相当する給付が行なわれるべきものである場合において

は、使用者は、補償の貴を免れる。

② 使用者は、この法律による補償を行った場合においては、同一

の事由については、その価額の限度において民法による損害賠償

の賞を免れる。

以上のように、事業主の災害補償責任を担保する形で労災保険法が

ありますので、労災保険料は全額事業主負担となっているわけです。
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この点は、保険料が労使折半となっている健康保険との大きな相違点

です。

労災保険は、農林水産業等の暫定任意適用事業場を除いて、労働者

を 1 人でも使用する事業場は加入しなければならないことになってい

ます（※暫定任意適用制度は廃止されることになっています）。

労災保険と扉用保険を総称して「労働保険」と呼ぶことはご存知か

と思います。雁用保険の場合は、被保険者資格を満たす労働者を特定

しての狩格取得・喪失の手続きが必要となっていますが、労災保険の

場合は、労働者を特定して保険適用するのではなく、労災保険事故が

発生したときに、その事業場に使用されている労働者であれば労災保

険給付の対象となりますので、今日扉われて仕事に就き、その日にケ

ガをしたとしても、労災保険給付を受けることができます。

労災保険には健康保険と同じように様々な保険給付がありますが、

「仕事による、又は通勤によるケガ、仕事が原因での病気などを対象

として」保険給付が行われます。健康保険法と同様に条文を見てみる

と、第 1 条で「労働者災害補伯保険は、業務上の事由、事業主が同一

人でない二以上の事業に使用される労働者の二以上の事業の業務を要

因とする事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対

して迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行い、（以下

略）」と古かれています。

健康保険法

【対象】業務外

【保険料】 労使折半'

労災保険法

業務上・通勤

事業主全額負担

ｷ̀ 
さて、健康保険と労災保険を対比してお話してきましたが、何かご

質問はありませんか。

□·············································································· 



• 第 1 芸 労災保険制度について

先日、会社の階段で足をひねった社員がいました。家
に帰ってから病院に行ったようで、医師から足首の捻挫
だと言われたとのことで、翌日、湿布を貼り包帯を巻い

言は言孟認よ言言悶認詞言？
のですね。病院でどのようなやり取りをしたのかを確認

する必要があるのでしょうか。

高橋
社労士

そうですね。会社の階段で足をひねってしまったの
であれば、仕事中の負傷として労災保険での取扱いに
しなければなりません。健康保険でかかってしまって
いたとしても、労災保険扱いに切替えができますので、
とりあえすこ本人に確認してください。
労災保険への切替えについては、後ほどこ説明しま

す。

今のご質問のように、労災保険という制度を知らずに、当然のよう

に病院の窓口で健康保険証を出して治療代の一部を負担するというこ

とは、実際はよくあることかもしれません。

例えば、以下のような場合です。

ある社員が出勤時に、自宅マンションの出入口の階段で足元を滑らせ

て転倒してしまい肘を強打した。

彼はすぐに部屋に戻り、近くの整形外科を探して受診し、窓口で初診

だと言って健康保険証を受付で渡した。マンションの階段で転倒したと

説明してレントゲンを撮ってもらったところ、骨折が判明し、 3週間～

1 カ月は会社を休まなくてはならない状況になってしまった。

彼は自宅に戻って会社へ電話し、「マンションの階段で転倒し、打ち

所が悪かったので骨折してしまった。しばらく休まなくてはならない」

と話した。

彼は健康保険で受診しており、 3割の自己負担をしている。

また、 1 カ月休んだため、傷病手当金の手続きをして、報酬の 3分の

2 の給付を受けた。
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本人は何の疑問なく健康保険での手続きを行っていますし、会社と

しても申請通りの手続きを行っているため、特に問題になることもな

いと思います。

では、彼が会社へ連絡したときに、会社の担当者が状況を確認のう

え、「それは労災保険の通勤災害に該当するため、健康保険でかから

ないようにしてください。病院には「労災なので次回受診日に請求書

を持参します』と言うようにしてください」と説明できたらどうで

しょう。労災事故（通勤災害）として手続きを行えば、通院、入院に

あたっての自己負担はありませんし、 1 カ月の休業期間については労

災の休業給付であれば、支給額は報酬の80％になります。この例では

1 カ月の療養、休業でしたが、数力月に及ぶような場合だと、その差

は非常に大きいものになります。

このように考えると、研修前に専務が「労災に該当するような災害

が発生してしまった場合、状況に応じて迅速に、かつ正しい請求手続

き、社内手続きが必要であって、そのためには皆さんに担当者として

正しい知識を持っていただくことが重要であると考えています」と

仰った意味がおわかりになると思います。ぜひ、今回の研修を通して

労災保険の仕組みを理解していただき、今後の事務処理の適正化に役

立てていただきたいと思います。

丘•.............................................................................
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